
 －18－

題を時局の最大懸案と見做したのは、第 3 次撤兵がなされなかった 10 月以降のことであったとい

う既存の知見を裏付けるものとなった。 

 しかし、4 月以前にもいくつかの新聞で特徴が見られた。例えば、『二六新報』は明治 36 年 1 月

の時点で、他紙に先駆けて日露の海軍力を比較する論説を連載している。さらに、『東京朝日』は

他紙がロシア問題への関心を高めていく 4 月より以前から、多くのロシア関連の記事を扱っていた

ことがわかった。 

全体としては、予想されたように外政的な事案の動きに関連して記事件数の増加が見られたが、

ロシアが第 2 期撤兵期限を反故にした 4 月や、「七博士事件」が発生した 6 月に報道量が増加する

以外にも報道の量的増加が見られることがわかった。これらにはロシアが関係するヨーロッパ情勢

の変化や、韓国経営におけるロシアとの衝突などの要因も含まれるが、新聞のロシアに関する記事

が主戦論・非戦論を論じるものだけでなく、多角的な視点を含んでいたことが明らかになった。開

戦論が本格的に唱えられるのは明治 36 年の秋以降であるが、それ以前に見られるロシア関連の記

事の増加は各紙の読者がロシアに関する情報に接触する機会が増えたという意味で、国民の対露問

題への関心を高める上で一定の役割を持ったと考えられる。 

 

 

クォリティペーパーのニュースバリュー 

――欧州 6 紙のテロ関連報道の分析から 

 

鄭   玟 秀(上智大学大学院 院生) 

【キーワード】質の高い新聞、クォリティペーパー、ロンドン同時多発テロ、ニュースバリュー 

【研究の目的】新聞を取巻くメディア環境が大きく変化している現代社会において、クォリティ

ペーパー(高級紙、質の高い新聞)は、どのような役割を果たしているのだろうか。また、その

ニュースバリューは今日的にどのような意味を持つのであろうか。本報告では、こんにち最大の問

題である「質の低下」現象について、高級紙、いわゆるクォリティペーパーを対象にして分析を行

い、それらの新聞が実践するニュースバリューとは何かについて明らかにする。また、分析で明ら

かになったクォリティペーパーの実態について、変化しつつある新聞を取り巻く環境のなかで検討

し、新聞の今日的な意味合いについて考察する。 

【研究の方法】本報告は 2005 年 7 月１日～7 月 31 日までの 1 か月間、ヨーロッパのクォリティペー

パーのテロ関連報道を分析し、質の高い新聞が実践するニュースバリューとは何かについて考察する。 
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具体的な分析方法としては、The Guardian（英）、Le Monde（仏）、Süddeutsche Zeitung（独）、

Neue Zürcher Zeitung（スイス）、Corriere della Sera（伊）、El Pais（スペイン）の 6 紙を対象とし、

ヴァン・ダイク(Teun A. van Dijk)らによって提唱されている「批判的言説分析」（Critical discourse 

analysis）とアラン・ベル（Allan  Bell）の「言説構造モデル」（Model discourse structure for news 

texts）を応用し、言説分析を行う。分析対象とする 6 紙の記事量とニュースソース、ニュースバ

リュー、論評・社説を分析し、何をどのように報道したかを検証する。 

【得られた知見】第一に、事実の正確性が欠けていることが明らかになった。ロンドンでの爆発後、

分析対象となる各新聞は特集面を組んで、「テロ」という表現を事件の発生後から使っていた。さ

らに、ロンドン同時多発テロが発生した翌日、各新聞別の被害規模や爆発場所が異なって報じられ

ていた。 

第二に、ロンドン同時多発テロ関連記事は他のテロ関連記事と比べて記事量が圧倒的に多かった。

エジプトのテロなどと比較してみると、テロの頻度や死者・負傷者数とニュース作りは必ずしも一

致しないことがわかる。 

第三に、一番信頼され、引用されるニュースソースは他の新聞であった。また大衆紙の記事や写

真の引用もしばしば見られる。 

第四に、ロンドンの同時多発テロ記事では、争点化されたブラジル人青年誤射殺事件の報道が注

目された。本事例では、青年を間違って射殺したことは事実と伝えられたが、その後は誤射事件を

収拾し、イギリス軍の軍備増強や派兵案の可否に対し、肯定的な評価を下した。積極的であれ消極

的であれ、メディアが英国政府の強硬な姿勢を支持していたことがうかがえる。 

このような傾向は何もイギリスの The Guardian のみでなく、他国のクォリティペーパーにも見

られた。ロンドン同時多発テロに対する第三者としての観点よりも英国の立場に同調していたと言

える。英国以外の各国のクォリティペーパーは速報に重点を置き、事件に対する巨視的な視点から

の見方を提示していなかった。 

第五に、アルカイダとの関連付けである。9.11 事件以降、アルカイダの直接関与はさておき、

背景としての関心は大きい。アルカイダとの関連性は 9.11 やスペインの 3.11 と関連付けられて強

調されている。いずれも政治的に利用され、アルカイダとのテロ戦争の永続化を既成事実化してい

るようにも見える。分析期間中の記事でもアルカイダはたびたび取り上げられ、様々な対応とも結

びついて論じられていた。核となるテロ勢力に対する根拠の薄弱な判断が見られる。 

 上述したように、高い質を追求してきたクォリティペーパーが、真の意味で事実を追及している

とは言いがたい分析結果である。 
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電子メディアの挑戦を受け、読者と広告が紙からインターネットに移るなかで、世界の新聞社は

苦境に立っている。IT 革命の恩恵によって圧倒的に多くなった情報流通量ではあるが、それら情

報の質は透明さ、信憑性などの面でむしろ劣化しているのではなかろうか。今直面している新聞の

最大の課題は、急速に進行する情報化の中で新聞がこれまでの「情報の絶対優位性」を失いつつあ

ることである。 

本研究はいわゆるクォリティペーパーの記事にも質の低下がみられることを検証した。研究結果は

新聞の未来を憂慮させるものである。今後新聞がその地位を維持するためには、新聞の産業面とと

もに、記事の質そのものに対する追求も重要である。 

 

 

在留邦人家庭における日本語メディア利用に関する一考察 

 

山 﨑 健 司（上智大学 聴講生） 

【キーワード】在留邦人家庭、ネット、NHK テレビ国際放送(NHK ワールド)、JSTV、ロケーショ

ン・フリー 

【研究の目的】年間を通じ、2006 年は永田町や霞ヶ関において盛んに「外国人向け」の国際放送強

化を巡る議論が論じられていた。その一方、海外に住む在留邦人は長期滞在者を中心に増加し続け、

外務省が行った平成 18 年海外在留邦人数調査によれば、戦後初めて 100 万人の大台を超えている。 

 このような状況を踏まえ、発表者は「日本に近い生活」という概念のもと、企業の海外進出に

伴って海外に暮らす在留邦人のなか、日本人学校へ通学する児童生徒をもつ在留邦人家庭における

日本語メディア利用に着目した。なぜならば、日本の学校制度に沿った日本人学校では、ほぼ日本

と同じ学校生活であること、また、子どもが外国語を用いる現地校などへ通学する家庭に比べれば、

日本語に触れる機会も多いと考えたからである。 

【研究の方法】本報告は 2007 年 10 月、NRW 州の州都にある日本人学校において保護者と通学する

長子を対象に実施した「家庭における日本語・外国語メディアへの接触状況に関するアンケート」

の結果(配布数 404 世帯、有効回答数 286 部)の一部で構成する。 

 アンケートはメディアを切り口とした海外子女研究も含めて行った。質問作成にあたっては、発

表者が 2006 年 11 月に現地で行った聞き取り調査で得た知見や疑問を中心としつつ、欧州に駐在経

験のある帰国子女をもつ家庭、および日本人学校や補習授業校に勤務歴がある教員などの話を取り

混ぜた。これらの結果により、「ネットの普及率が極めて高い」、「衛星版を購読する家庭は少な
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